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今月のトピックス

「骨太の方針2026」における医療分野の政策について

「経済財政運営と改革の基本方針2026」いわゆる「骨太の方針2026」が2026年7月21日に閣議決定されま
した。下段にはその全体像をお示ししていますが、医療分野のキーワードは、「医療費を抑制しながらも、DX・AIと予
防医療を活用して、2040年に向けた持続可能な医療提供体制へ転換する方針」という内容と解釈できます。

具体的な項目としては、以下の①~⑥が上がっており、特に、医療DX、予防医療、地域医療再編、社会保障改
革が今後の医療政策の重要テーマと考えられます。次ページに、関連スライドを2枚添付します。

① 社会保障改革の中心は「現役世代の負担軽減」
② 医療DXをさらに加速
③ AI・医療DXの活用推進
④ 地域医療構想の推進
⑤ 医療従事者不足への対応
⑥ 予防医療の強化

https://www5.cao.go.jp/keizai-
shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2026
/2026_basicpolicies_ja.pdf

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2026/2026_basicpolicies_ja.pdf
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2026/2026_basicpolicies_ja.pdf
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2026/2026_basicpolicies_ja.pdf
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2026/2026_basicpolicies_ja.pdf


© 2026 NICHIIGAKKAN CO., LTD. All rights reserved. 

NICHII Communication of medical care 経済財政運営と改革の基本方針 2026 「責任ある積極財政」
元年～日本の挑戦を起動する！～ 政策ファイル

2026年7月 内閣府特命担当大臣 （経済財政政策）



© 2026 NICHIIGAKKAN CO., LTD. All rights reserved. 

NICHII Communication of medical care

いきいきホスピタル
令和8年度熊本地震について

令和8年（2026年）熊本地震では、厚生労働省が被災者向けに医療上の特例措置を設けています。主な

内容は以下のとおりです。

1. 医療機関窓口での自己負担金の免除・猶予

⚫ 災害救助法適用地域に住んでいた方で、医療機関や薬局の窓口でその旨を申し出られた場合は、一

部負担金（自己負担分）の支払いを免除または猶予します。罹災証明書の提示は不要で、口頭申

告で対応できます。

2. 保険証・マイナ保険証がなくても受診可能

⚫ 地震で保険証やマイナ保険証を紛失した患者でも、氏名、生年月日、住所、連絡先、勤務先名（社

会保険加入者）などを申し出た場合は保険診療扱いとできます。

3. 薬歴・既往歴の確認支援

⚫ 避難先などでかかりつけ以外の医療機関を受診した場合でも、オンライン資格確認システムの「緊急時

医療情報・資格確認機能」により、医療機関が既往歴や処方薬情報を確認できる特例措置が実施

できます。

4. 公費負担医療の特例

⚫ 難病医療、小児慢性特定疾病、感染症医療、原爆医療などの公費負担医療については、受給者証

等を提示されなくても受診可能とし、緊急時には指定医療機関以外でも受診可能の特例を適用でき

ます。

5. 介護保険利用料の免除等

⚫ 介護サービス利用者についても、医療費と同様に利用者負担の免除・猶予措置があります。

詳しくは、厚生労働省のHP内に特設コー

ナーが設けられていますので、ご確認ください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage
_73935.html#medical-treatment
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算定 à la carte

離床を伴わないリハビリテーションの減算規定について

2026年の診療報酬改定において、リハビリテーションでは、離床を伴わないリハビリテーションに対して90/100で算定

するという新ルールができましたが、「特定の患者」に該当せず、減算しなくてもよい患者に減算し、返戻対象となってい

るケースが散見されています。再度、点数表を読み返し、減算の除外規定を確認しておきましょう。

各疾患別リハビリテーションの注8又は注9

特定の患者に離床を伴わずに20分以上個別療法であるリハビリテーションを行った場合は、所定点数の100分の90に相当
する点数により算定する。この場合、通則第４号にかかわらず、患者１人につき１日２単位まで算定する。

診療報酬点数表より抜粋

「特定の患者」とは：

個別療法を実施する日に、ベッド上から移動せずにポジショニング又は拘縮の予防等を主たる目的とした他動的な訓練のみを
行う入院中の患者のうち、以下のいずれにも該当しないものをいう。

ア 「A300」救命救急入院料、「A301」特定集中治療室管理料、「A301-2」ハイケアユニット入院医療管理料、「A301-
3」脳卒中ケアユニット入院医療管理料、「」小児特定集中治療室管理料、「」新生児特定集中治療室管理料、
「A302-2」新生児特定集中治療室重症児対応体制強化管理料、「A303」総合周産期特定集中治療室管理料、
「A303-2」新生児治療回復室入院医療管理料及び「H000」心大血管疾患リハビリテーション料、「H001」脳血管疾
患等リハビリテーション料、「H001-2」廃用症候群リハビリテーション料、「H002」運動器リハビリテーション料並びに
「H003」呼吸器リハビリテーション料の「注２」、「注３」及び「注４」に規定する早期リハビリテーション加算、初期加算及
び急性期リハビリテーション加算のいずれかを算定している患者。

イ 患者の疾患及び状態により、ベッド上からの移動が困難である15歳未満の小児患者。

ウ 患者の疾患及び状態により、ベッド上からの移動が困難な患者であって、当該個別療法を３単位以上行うことが医学的に
必要であると医師が特に認めたもの。この場合においては、当該患者がベッド上からの移動が困難な医学的理由、長時間
のリハビリテーションが必要な理由及び訓練内容について、診療録及び診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。

問69 令和８年度診療報酬改定において、心大血管リハビリテーション料、脳血管疾患等リハビリテーション料、廃用症候群
リハビリテーション料、運動器疾患リハビリテーション料及び呼吸器リハビリテーション料それぞれについて「離床を伴わない
リハビリテーション」が新設されたが、以下のような事例は減算及び単位数制限の対象となる「特定の患者」に該当する
か。

① 最初の１単位はベッド上で他動的な訓練を行い、２単位目の途中から車椅子移乗した上で、計６単位のリハ
ビリテーションを行った場合

② 肺炎を発症したため、訓練室に移動せず、ベッド上で自ら膝の曲げ伸ばし等の運動や排痰を促す訓練を行った
場合。

③ ベッド上でギャッジアップし、高次脳機能障害や構音障害等に係る言語療法を行った場合
④ 起立性低血圧を有する患者について、離床を目指して、耐久性向上のために観察しながら臥位から座位に移

行し座位を保持する訓練を進めたが、結果的に端坐位に至らず終了した場合
⑤ 車椅子に移乗したうえで訓練室に移動し、訓練室のベッド上で他動的な関節可動域訓練のみを行った場合
⑥ ベッド上で主に拘縮予防や褥瘡予防を目的とした他動的な関節可動域訓練やポジショニングのみを行った場合。

（答）それぞれ以下のとおり。「特定の患者」に該当しない場合は、離床を伴わないリハビリテーションではなく、各個別療法の
例により算定すること。
① 車椅子に移乗しているため「ベッド上のみ」で訓練したわけではなく、また内容としても「拘縮の予防等を目的とし

た他動的な訓練のみ」を行ったわけではないため、特定の患者には該当しない。
② 「ベッド上のみ」であるが、「ポジショニング又は拘縮の予防等を目的とした他動的な訓練」以外を行っているため、

特定の患者に該当しない。
③ 「ベッド上のみ」であるが、「ポジショニング又は拘縮の予防等を目的とした他動的な訓練」以外を行っているため、

特定の患者に該当しない。
④ 「ベッド上のみ」であるが、「ポジショニング又は拘縮の予防等を目的とした他動的な訓練」以外を行っているため、

特定の患者に該当しない。
⑤ 車椅子に移乗しており「ベッド上のみ」ではないため、特定の患者に該当しない。
⑥ 「ベッド上のみ」で「拘縮の予防等を目的とした他動的な訓練のみ」を行っているため、特定の患者に該当し、

100分の90の点数による２単位までの算定の対象となる。

疑義解釈（その２）2026.4.1より抜粋
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返戻（国保）（入院）

2026年7月レセプト

神経内科

主病、リハビリ病名：ベッカー型筋ジストロフィー（人工呼吸器装着、寝たきり状態）

発症日：2026年6月2日

リハビリ開始日：2026年6月10日

【リハビリ実施内容】

・脳リハ（理学療法士）（特定患者）1単位：四肢ROM訓練、四肢自動介助運動を実施。

・脳リハ（言語聴覚士）（通常リハ）1単位：間接的嚥下訓令（発声・構音・間接嚥下練習）

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）（理学療法士・特定患者）221点 →

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）（理学療法士）245点

返戻事例（１）

【返戻理由】同日に通常リハと離床を伴わないリハビリを実施
しているため「特定の患者」に該当しない。

返戻（国保）（入院）

2026年7月レセプト

神経内科

主病、リハビリ病名：脊髄小脳変性症

発症日：2017年10月20日

急性増悪日：2026年1月22日

運動症状と統合失調症の既往。

元々、自立していたが、昨年末、重症低体温症となり、多発骨折でA病院受診後、当院に転院。

低体温症による遷延性意識障害あり。

【リハビリ実施内容】

・脳リハ（理学療法士）（特定患者）1単位：四肢関節可動域訓練、四肢自動介助～自動運動、起き上
がり動作訓練、端座位保持訓練、車椅子、トイレ移乗動作、
廊下手すりにつかまって立ち上がり・立位保持を実施。

・脳リハ（作業療法士）（通常リハ）1単位：ROM、筋肉、協調性、手指機能へのアプローチ

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）（理学療法士・特定患者）221点 →

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）（理学療法士）245点

返戻事例（２）

【返戻理由】ベッド上での動作訓練のほかに、車いすやトイレ
移乗動作、廊下手すり立ち上がりなどのリハビリを実施してい
るため「特定の患者」に該当しない。

当社レセプトチェックシステム（チェックアイ）では、

2026年9月に『同一日に減算コードと通常コード
（減算なし）が併算定されている場合』に対する
チェックをリリース予定です。
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